
魅力ある職場づくりで、人材の確保・定着を

実践企業 の
成功事例集

令和3年度

県内企業が実践した５つの課題に対する取組みと効果を紹介！

● 業務のデジタル化・テレワーク導入で、従業員満足度を向上

● 短時間勤務従業員と選択式研修の導入で、従業員満足度を改善

● 生産性向上による職場環境整備で、地元で活躍できる人材を確保

● “無駄”と“属人化”の排除で、男性の育児休業取得を推進

● 多様な働き方と障がい者雇用で、産前･育児休業取得を推進



index ー目次ー

お役立ち情報
16

テーマ 業務のデジタル化・テレワーク導入で、従業員満足度を向上

テーマ

テーマ

テーマ

テーマ

【建設】坂井建設 株式会社

6

8

10

12

14

【福祉】株式会社 太陽メディケアサービス

【製造】株式会社 テック長沢

【製造】新潟電子工業 株式会社

【福祉】株式会社 はあとふるあたご

取組みのサポート情報（相談窓口、認定制度、雇用関係助成金）をご紹介します

短時間勤務従業員と選択式研修の導入で、従業員満足度を改善

生産性向上による職場環境整備で、地元で活躍できる人材を確保

“無駄”と“属人化”の排除で、男性の育児休業取得を推進

多様な働き方と障がい者雇用で、産前･育児休業取得を推進

はじめに

取組みのメリットと効果

事例の見方・活用方法

実践企業の成功事例紹介

求職者が会社選びで重要視することや、県内企業の実状をご紹介します

取り組むことのメリットや効果、取り組まないと起こり得るリスクをご紹介します

新潟県内企業5社の取組み事例の見方や、活用のステップをご紹介します

1

2

4
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（五十音順で掲載）

従業員の呼称は各企業の意向に合わせて表記しています



求職者が感じる魅力ある職場とは

県内企業の実情

職場の人間関係が
好ましくなかった

労働時間、休日等の
労働条件が悪かった

給料等収入が
少なかった

それに対し、新潟県内の中小企業からは、以下のような声が聞かれています。

県内の中小企業は求職者が企業に求める
「魅力ある職場」の実現とのギャップを抱えている
と言えるでしょう。

表1「平成元年と平成30年の新卒社会人各1,000人を対象にした仕事観に関する調査」
（アデコ株式会社）

図2「令和2年雇用動向調査」厚生労働省

平成元年頃の新卒者は「やりたい仕事ができる」「給与の水準が高い」という点を重視していましたが、

近年は福利厚生やWLB（ワーク・ライフ・バランス）が実現できることを重視する傾向が強まっています。

（表1）

転職者が前職を辞めた理由は、「職場の人間関係」「労働条件」「待遇」が上位を占めています。

また、30代～40代の女性では結婚・出産・育児を理由に退職を余儀なくされる方が一定数います。

（図2）

このことから、求職者が考える「魅力ある職場」とは、適切な雇用管理のもと、自身のライフステージに

応じた多様な働き方が選択でき、仕事に対するやりがいや満足度を感じながら、年齢・性別・雇用形態等

を問わず、すべての従業員が活躍している職場であると言えます。

長時間労働の是正や仕事と家庭の両立を図るため、従来の働き方を見直し、テレワーク

やフレックスタイム制を導入するなど、「多様な働き方」の推進に取り組む県内企業が

増えています。

“残業して当たり前”という認識
の従業員が多く、長時間労働是
正の理解が得られない。

家族の転勤等を理由に、
優秀な従業員が退職して
しまう。

ワーク・ライフ・バランスの推進が
必要だと思うが、具体的に何をした
ら良いか分からない。

従業員のモチベーション・主体
性が低い。

育児・介護を理由に退職
してしまう従業員が多い。

はじめに

新卒者が会社選びで重視したこと

平成元年 平成30年

第1位
やりたい仕事が
できる

福利厚生が
充実している

第2位
給与の水準が
高い

やりたい仕事が
できる

第3位
福利厚生が
充実している

WLBが実現できる

年次有給休暇の取得を促進してい
るが、業務が属人化していて休め
ない従業員が多い。

8.8% 8.3%
9.4%

13.3%
11.6%

8.8%

男性 女性

転職者が前職を辞めた理由
（個人的な理由のうち上位のみ抜粋）

１

この事例集では県内の中小企業が抱える様々な課題に対して、どのように

取り組み、どのような成果を得られたかについて紹介しています。

貴社の業務にも活かせる点を見つけ、取り入れてみませんか？

すべての従業員が輝く魅力ある職場を一丸となって作り上げましょう。



取組みのメリットと効果

ここでは、多様な働き方の推進に取り組むことで、企業にどのようなメリットや効果が

あるのか、あるいは、取り組まないことでどのようなリスクがあるのかを紹介します。

メリット

01 人材の確保・定着に繋がる

少子高齢化の進行に伴う生産年齢人口の減少により、今後ますます職場での人材不足が顕著

になることが予想されます。多様な働き方の推進は、この問題に対応するための重要な手段

です。働きやすい職場には人が集まり、働き続けてくれるからです。

逆に、恒常的な長時間労働や休暇の取りにくさなどを漫然と放置すれば、従業員の士気・生

産性の低下や、求職者に対する悪印象にも繋がりかねません。

リスク

01 離職による人材不足・生産性の低下

CHECK

新潟県の生産年齢人口
（15歳以上65歳未満）は
2015年から2045年の間に
約50万人減少（▲40％）
すると推計されています。

メリット

02 従業員の心身を守る、リスクマネジメント強化

リスク

02 過重な労働による従業員の「過労死」

長時間労働は働く人の不調を招くことが医学的に裏付けられています。過重な労働は「過労

死」という最悪の結果に繋がりかねません。また、メンタル等の不調で従業員が突然休んだり、

フルタイムで働けなくなったとき、支障なく業務を回せますか？

多様な働き方の推進は、従業員の心身を守ることや、リスクマネジメント強化に繋がるのです。

新潟労働局が「過重労働による

健康障害防止措置が不十分」と

して改善指導（2020年度）

191 事業場

同局が「労働時間の把握

方法が不適正」として指導

（2020年度）

69 事業場

■資料：新潟労働局

「長時間労働が疑われる新潟県内

473事業場に対する監督指導の結果」

（2020年4月～2021年3月

監督指導結果／2021年8月公表）
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２



メリット

03 生産性向上に繋がる

リスク

03 漠然と長時間働くことによる企業の収益圧迫

かつて、日本の賃金水準が今よりずっと低かった頃、より多くの時間をかけることで、より

大量の製品を作ることは、企業の競争力を高めるための有効な手段でした。

しかし、経済発展を経て賃金水準が大きく上昇した現在、漠然と長時間働くことは、企業の

収益を圧迫する大きな要因となります。

そのため、働き方を見直して業務を効率化し、労働生産性を上げる必要があるのです。

CHECK

健康な成人を対象とした研究に

よる、人間が十分に覚醒して作業

を行うことが可能な時間限界

12~13時間起床後

起床後15時間経過後

の作業効率

酒気帯び運転

と同程度
■資料：厚生労働省

「健康づくりのための睡眠指針2014」

日本の就業者1人あたりの労働生産
性は、OECD加盟37か国中26位。
(時間あたりの労働生産性は21位)
主要7か国では最下位です。

３
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事例の見方・活用方法

見方ポイント 01 成功までのストーリーからヒントを見つける

事例紹介ページでは、各企業の取組みのテーマを掲げ、「取組前の状況」⇒「どのような取

組みを行ったか」⇒「取組後にどのような変化・効果があったか」という、ストーリーに

沿って紹介しています。自社で取組みを行う場合の未来の姿をイメージすることで、取組み

を実施するメリットが明確になります。

各企業の課題達成のテーマをもと
に自社の現状に近い事例を確認で
きます。

【取組前】

取組前の従業員の様子や心境を
例に、何に、どのように困ってい
たかを確認できます。

【取組内容】

課題達成のために具体的にどのよ
うな取組みを行ったか、担当者の
目線から見た取組みの工夫や効果
などを確認できます。

【取組後】

取組みを行ったことにより、従業
員の様子がどのように変わったか、
企業としてどのような効果があっ
たか、取組後の姿を確認できます。

まとめ

事例紹介ページには取組みを成功に導くヒントがたくさん
あります。「当社も同じように課題を達成したい！」「当
社も従業員にイキイキと働いてもらいたい！」など、自分
事として読むことで課題達成へのチャンスが見つかります。

事例掲載イメージ
【テーマ】

【こんな企業にオススメ】

４



見方ポイント 02 自社で取り組む姿を具体的にイメージする

各企業の事例では、取組みを行う中で、最初はうまくいかず工夫が必要だったことや、想定

外の対応が必要になったこともあります。成功したことだけに注目して「環境の整った企業

だから成功した」「何の苦労もなく実施できたのでは？」などと他人事と捉えず、苦労した

ことや工夫したことにも注目しながら「自社で取り組んだ場合はどうなるか？」をイメージ

することで、何を行うべきかより具体的に考えることができます。

【インタビュー動画】

【取組内容】

何を重要視して新しい制度を取り入
れたか、今までの停滞していた取組
みの何を変化させたか、など注目し
た点を記載しています。
自社で取り組む際に、どこに気を付
け、何を変えるべきかイメージしや
すくなります。

【取組後】

当初の課題だけでなく別の課題も達成できたなど、取組みを
実施した効果を紹介しています。自社の課題のうち、どれか
ら手を付けていいかわからない、という場合は目指す理想の
姿から、目標や取組みを考えることもできます。

事例掲載イメージ

取組みを実施する中で必要となった
対策や、よりスムーズに運用するた
めの工夫など、取組みのポイントを
記載しています。
自社で取り組む際にはどのような懸
念事項があり、どのようなことに気
を付けるべきかを事前に想定するこ
とができます。

【Check】

取組みを実施した企業の生の声を
聴くことができます。試行錯誤を
しながらどのように課題達成まで
たどり着いたのかを確認すること
で、自社で取り組んだ際の流れを
より具体的に考えることができま
す。

５



業務のデジタル化・テレワーク導入で、
従業員満足度を向上テーマ

現場スタッフや営業スタッフも多いため、出社しなくても勤務・管理が可能なように、出退勤のタ
イムカードをオンライン化して管理するようにしました。離れていると勤務時間外に仕事をしてい
ても分からないため、パソコンのログを記録することで、出社時間・退社時間が守られているかを
細かく管理しています。

評価制度にも「時間管理（出退勤や残業等）」の項目を入れて、従業員一人ひとりが責任を持って
自身の業務時間を管理するような仕組みにしました。残業の際は、当日13:00までにオンラインで事
前申請（時間･理由）を行うルールで、残業時間を管理しています。

２．管理体制の整備

１．デジタルツールの導入

設計図等の紙媒体をデジタル化することで、ペーパー
レスによるコスト削減（紙代や印刷代等）に繋げること
ができました。
また、施工管理アプリを導入したことで、進捗確認・施
工写真図面・施工工程を現場（アプリ）で確認･編集で
きるので、その都度電話で伝える必要がなくなったり、
帰社後の事務作業時間が少なくなり、残業時間を削減で
きました。

● テレワーク導入に興味がある、検討している企業
● コスト削減や利益向上に取り組みたい企業
● 従業員満足度を向上したい企業

取組01
コスト削減・残業時間削減のために、
デジタルツールの導入・管理体制の整備

取
組
後

建設

「時間等に制限のある従業員でも働きやすい環境にしたい」そして「競争の激しい住宅
業界で存続するために、“ヒト”による差別化を図りたい」という想いのもと、業務のデ
ジタル化･テレワーク導入に取り組む坂井建設株式会社さんを取材しました！

こんな企業にオススメ

取
組
前

● 設計図などの紙媒体が多く、共有するための移動等、時間の無駄が発生していた

● 支店会議や打合せのたびに移動が必要で、事務作業の時間がなかなか取れなかった

● 従業員数の増加により管理が追いついていなかった

「従業員一人ひとりが責任感を持って業務を遂行できる」「生産性が高く、長期にわ
たって利益を出せる」ような強い組織を目指して、会社の仕組みやルールを見直し、整
備しました。結果として、無駄な作業やコストの削減だけでなく、従業員の満足度向上
にも繋がり、「働きやすい」と感じてもらえる環境・体制になりました！

（人事部 シニアマネージャー 山井 亮介さん）

● 無駄な作業や時間の削減や、従業員一人ひとりが自身の時間管理を行うようになり、

従業員一人当たりの月平均残業時間が10時間未満になった！

● コロナ禍におけるテレワーク勤務のスムーズな実施に繋がった！

さらに、支店間での会議や打ち合わせにビデオ会議システムを活用することで、移動時間や、現場
間の交通費、ガソリン代の削減もできました。

６

ITスキルに自信がない従業員へは、
「現場へ行く時間や手間の削減」
等導入のメリットを理解してもら
い、定期的な「勉強会」で操作方
法の教育をすることが、スムーズ
な運用のPOINT！



新型コロナウイルス感染症拡大がきっかけで、テレワーク勤務を導入することになりました。これま
で「業務のデジタル化」や「管理体制の整備」を行っていたので、比較的スムーズにテレワーク勤務
を導入できました。

令和3年10月時点では、業務日の従業員のうち50％くらいがテレワーク勤務をしています。日によっ
てはお客様との打合せや、現場に行かなくてはいけないときもありますが、午前中は出社、午後から
テレワークなど、柔軟に働き方を選べるようになっています。

実
践
企
業

２．テレワーク“転勤”の導入

１．テレワーク“勤務”の導入

家族の転勤による引越しが決まった従業員から、「県外へ
引っ越すが、この会社で働き続けたい」と、テレワーク転勤
を希望する申し出がありました。長く働き続けてほしいと考
えたことや、元々テレワーク勤務を導入していてスムーズに
対応できることから、県外でのテレワーク転勤の導入が決ま
りました。社長からのトップダウンではなく、従業員の声を
反映させたいという会社としての意向があったことも、実現
させることができた理由の一つです。

通常のテレワーク勤務とは異なり、県外勤務だと対面でのコミュニケーションがほとんど取れないこ
とや、業務の進捗が見えないことで、「生産性が下がるのではないか」ということが不安でした。
しかし、離れている分積極的にコミュニケーションや情報共有をするようになり、生産性を保ちなが
ら勤務できています。

インタビュー動画はこちら！

取組02
新しい働き方の選択肢として、
テレワーク勤務／転勤を導入

取
組
後

● 従業員一人ひとりに責任感が芽生え、

自立して自分の業務をこなすようになった！

● ｢柔軟な考え方をしている」「デジタル化が定着している｣

｢働き方の選択肢がある｣ということが、

求人に興味を持ってもらえる理由の一つになった！

取
組
前

● 育児中の従業員は、子どもの急な発熱等で勤務できない日があった

● 家族の転勤等で引越しが決まると、退職せざるを得なかった

● 時間や働く場所に制限がある従業員が安心して働ける選択肢がなかった

ディテールホーム
坂井建設株式会社

代表者 ：代表取締役社長 坂井 重栄
所在地 ：（本社） 長岡市栃尾町丙455-3

（新潟南長潟）新潟市中央区南長潟12-15 ※他7支店あり
事業内容：新築注文住宅の設計･施工、店舗の設計･施工、不動産の仲介･売買、

住宅リフォーム･マンションリノベーション、土木事業、マーケティング支援
従業員数：90名（男性69名、女性21名） ※2021年10月時点
ホームページ：https://www.detail-home.com/

育児中の方も、「子どもが熱を
出してしまったとき等も、自宅で
子どもを見ながら働けるので、と
ても助かっています！」と働きや
すさがアップ！
従業員の満足度やモチベーション
向上が、高い定着率（92.5％）を
維持できているPOINT！

令和3年から、石川県でテレワーク転勤をしています。夫の県外転勤が決まり、会社へ通
えなくなってしまったのですが、社内初のテレワーク転勤を認めてもらいました。「認め
てもらえなかったら退社するしかない」と思っていたので、働き方の選択肢があることに
感謝をしています。実際に勤務を始めたら、業務に対する集中力や時間への意識が高まっ
たことにより、これまで月15時間程度あった残業が5時間ほどに減りました。

（マーケティング部 吉田 奈津希さん）

７

建設業は「テレワークが難しい」
と言われていますが、取り組むこ
とで、長時間労働の是正や採用力
の強化にも繋がるなど、様々な効
果があることが分かりますね！

取材者コメント



短時間勤務従業員と選択式研修の
導入で、従業員満足度の改善テーマ

２．短時間勤務従業員の導入

１．介護士の業務の切り出し

● 専門知識を持った人材の確保に課題を感じている企業
● 長時間労働で疲弊する従業員を守りたい企業
● 従業員の成長意欲を向上したい企業

取組01
介護士の仕事のうち、資格が必要ない業務を
担当する短時間勤務従業員の導入

取
組
後

● 介護士が専門性を活かせる業務に集中でき、仕事への満足度が向上した！

● 時間に制約のある人でも短時間で柔軟に働ける制度の導入により、人材不足を解消できた！

● 従業員一人当たりの月平均残業時間が1時間程度まで減少した！

福祉

本来自分がすべき仕事に集中できないことや、自分を高める研修を受けられないことに
不満を感じる従業員の満足度向上に向けて、短時間勤務従業員制度や選択式研修の導入
に取り組む株式会社太陽メディケアサービスさんを取材しました！

こんな企業にオススメ

取
組
前

● 働き手を介護の専門知識を持った人に限定したことで人材の確保が難しかった

● 業務量が多く、長時間労働に疲弊する従業員が増えていた

● 介護士が介護の仕事に集中できないことに不満を感じ、離職してしまう状況が続いていた

多岐にわたる介護士の業務を細分化し、その中から、レクリエー
ションの企画や買い出し、掃除など、資格がなくてもできる業務
を他の人に割り振る「業務の切り出し」を行いました。それによ
り「介護士でなければできない仕事」に集中してイキイキと働け
るようになりました。

切り出した介護士の業務は、短時間勤務従業員として雇用した【コミサポ・リビサポ(※)】が担当し
ています。資格不要で、週1回・土日休み、など自分が希望する時間に柔軟に働けるという条件で求
人を出したところ、 「資格は無くても短時間で働きたい！」という地域の求職者の需要が予想以上
にあり、ハローワークへの求人掲載だけで多くの人材を採用することができました。介護業界経験者
と未経験者が一緒に働くことで新しい価値観や視点も生まれています。

※【コミサポ】コミュニティーサポーター
⇒レクリエーション企画（ピアノ・生け花・脳トレなど）を担当

【リビサポ】リビングサポーター
⇒お部屋の掃除・買い物などを担当

多忙な介護士の負担をいかに減らせるかを考える中でも「利用者がどのようなサービ
スを求めているか」という視点を大事にしました。短時間勤務従業員がレクリエー
ションの企画などに集中して取り組んでいるため、利用者により楽しんでいただける
企画が提案されるようになりました。 （常務取締役 小林 和徳さん）

導入当初は連携に不安がありま
したが、コミュニケーションを
重視し、介護士が積極的にコミ
サポ・リビサポ（※）と利用者
との間に入ることで、必要な情
報を共有しやすい環境づくりを
したことがPOINT！

８



２．選択式研修の導入

１．研修に参加しやすい環境の整備

取組02 選択式研修制度の導入による
サービスの質向上

取
組
後

代表者 ：代表取締役社長 上村 宏
所在地 ：長岡市千歳3丁目2番35号
事業内容：介護事業
従業員数：107名（男性21名、女性86名） ※2021年10月時点
ホームページ：https://mets-taiyo-holdings.jp/medicare-service/

実
践
企
業

株式会社太陽メディケアサービス

インタビュー動画はこちら！

家庭の事情で研修に参加でき
ない従業員には動画配信で
フォローするなど、「研修を
受けること」を目的にせず、
「学ぶ機会の提供」にこだわ
り、自主的に参加しやすい環
境を整えたことがPOINT！

人によって求めるスキルは違うので「ただやらされている研修」にならないよう、自分に合った
テーマを選択できる、「選択式研修」を導入しました。介護の専門知識だけではなく、お茶の入れ
方や電話の受け方などサービスの質向上に繋がる科目を含め、30種類のコンテンツを設定しました。
学んだ知識・スキルが自信となり、従業員と利用者、社外の方々とのコミュニケーションの質も向
上しました。
研修後に提出するレポートで理解度を確認したり、レポートの内容を評価対象として表彰を行うな
ど、意欲的に参加できるような仕組みをつくりました。また、全従業員が均等に受講できるよう、
必須受講数のノルマを設定しました。今では全従業員が必須受講数の達成率100％になり、自己研鑽
の意欲も向上しました。

今までは研修に参加できなかった従業員も、勤務時間内という参加のしやすさや、
自分の興味のある研修を選択できることから、意欲的に参加していることが大き
な変化だと感じています。
また、研修の講師は従業員同士で担当するため、従業員の希望に合わせて研修の
コンテンツが増えたり、お互いが研修に参加しやすいように業務をフォローし
合ったりと、研修を通して「従業員を育て合おう！」という“人間育成”の波が生
まれました。 （キャリアデザイン部 野中 彩乃さん）

● 研修に意欲的に参加できる環境が整い、

全従業員の研修受講数達成率が100％に！

社内・社外のコミュニケーションの質も向上した！

● 短時間勤務従業員と研修制度の導入により従業員満足度

が向上！ 離職率が30％→2％以下になった！

勤務時間内に研修を実施できるように、全従業員が参加しやすい環境
づくりを行いました。現場に残った従業員にかかる負担を減らすため
研修を細かく分けて実施時間を短くし、いつ・誰が研修のために現場
を離れるかを事前に把握できるようにするため、実施時間を固定しま
した。それにより、必要な人員を事前に配置できるようになったこと
で、研修に参加しても周りのメンバーがフォローできる体制になりま
した。

取
組
前

● サービス業の要である従業員の自己研鑽を支援するために、研修の充実が必要だった

● 研修に参加する従業員が現場から離れることで、業務がうまくまわらないことがあった

● 現場を優先した時間外の研修では参加できない従業員が多かった

９

利用者の視点で「どのようなサービ
スが求められているか」を考えたこ
とで、従業員の自己満足で終わらず、
サービスの質向上に繋がっていまし
た。

取材者コメント



生産性向上による職場環境整備で、
地元で活躍できる人材を確保テーマ

会社の利益と、従業員へ還元される給与・賞与の関係性を「見える化」し
て共有することで、時間当たりの生産性を高め、無駄の排除と長時間労働
削減に向けた共通認識を構築しました。

２．長時間労働削減に向けた共通認識の構築

１．ITシステムの導入

社内で開催している「タイピング大会」で、人では絶対に出せない数字をRPA（ソフトウェアロボッ
ト）がたたき出したことをきっかけに「事務仕事もITを導入することで効率化できるのではないか」
と導入に向けて動き出しました。
ローコードシステムやRPAによる自動化システム、クラウドによるタスク管理システム等、様々なシ
ステムソフトを活用することで、管理にかかる“業務の無駄”の排除を進めています。
一度効率が上がったことを実感できると、「もしかして便利なのでは？」「もっとやりやすくなるの
では？」と従業員の意識が変わっていきました。

従業員を守るためには、業務の質を落とさずに労働時間を削減する必要があると感
じました。そこで、生産性を向上するための一つの手段としてのIT導入を図りまし
た。無駄を排除したことは長時間労働の削減にも繋がっており、離職率軽減にも貢
献しています。従業員が働きやすい環境をつくり、一人でも多くの人が働ける企業
にすることで、雇用を通じて地元柏崎への貢献に繋げていきたいと思っています。

（代表取締役 長澤 智信さん）

● 業務の中に無駄があるのではないか、と感じている企業
● 長時間労働で疲弊する従業員を守りたい企業
● 従業員の意欲を向上したい企業

取組01
無駄の排除・長時間労働削減のために、
ITシステムを導入

取
組
後

● システム化による管理の効率化により、後工程へのアクションが加速！

● 仕事がはかどることで達成感を得られるため、モチベーションも向上！

● 長時間労働が是正され、離職率は15%から10％未満に減少！

製造

「長時間労働で疲弊する従業員や、従業員が増えたことで発生する無駄をなくしたい」
そして「地元で人材が活躍できる企業にしたい」という想いのもと、生産性向上による
職場環境整備に取り組む株式会社テック長沢さんを取材しました！

システムを導入する際はその人の理解力や能力に合わせて教育方法を選択し、操作
が得意な人を新たな教育者とすることで、教育できる人数を増やし、効率的なスキ
ルの定着を図っています。

こんな企業にオススメ

（製造部副部長 市橋 進さん）

取
組
前

● 管理業務・事務作業は基本的に手作業で行っていた

● ITシステムは「分からない」「面倒くさそう」と難色を示す従業員もいた

● 従業員数が増えたことで、業務の工程間に“無駄”が発生するようになった

● 長時間労働で疲弊する従業員がいる一方、残業代による収入を期待する従業員もいた
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ITを導入するだけではなく、
それによって会社・従業員
にどのようなメリットがあ
るのか、共通の認識を持つ
ことが、生産性向上を実現
するPOINT！



家庭の都合で早退しなければならないときなど、誰かが急に抜けても業務が停滞しないために、「自
分にしかできない」をなくせるよう、積極的に属人化排除に取り組んでいます。
「他の人ができるようにするためにはどうしたらよいか」「この仕事はロボットで代用できるのでは
ないか」と疑う視点を常に持ち続けています。気づいた点は積極的に改善提案を行うことで、個人の
業務だけではなく会社全体の生産性向上に繋がっています。

代表者 ：代表取締役 長澤 智信
所在地 ：（本社）柏崎市藤井1358-4
事業内容：金属部品加工（調達・機械加工・組立・自社製品製造）
従業員数：170名（男性：121名・女性：49名） ※2021年10月時点
ホームページ：http://www.tec-naga.com/

実
践
企
業

２．改善提案を推進

更に働く時間に制約がある子育て世代の女性従業員を管理職として登用したことで、会社全体として
労働時間短縮や限られた時間の中で効率的に業務を進めるという雰囲気がより一層高まりました！

１．属人化排除

“業務の無駄”と“自分にしかできない”をなくすことで、不安だった仕事と育児の両立
もしやすくなりましたし、業務が停滞しなくなるので生産性向上に繋がります。
「時間に制約があっても、あの人はあんなに仕事ができるんだ、自分も頑張ろう」と
後輩に思ってもらえることが目標です。

例えば、工場内の工具置き場では、奥のものが取りやすいよう、また探
す手間がかからないよう、棚の各段が斜めに作られています。これも従
業員からの改善提案によって作り出されたものです。

改善することが自身や周囲の日々の業務の効率化に繋がっていることを実感できると、新たな改善
提案が従業員から聞かれるようになります。ロボットやITの導入など大掛かりなものだけではなく、
従業員の改善提案の積み重ねが、会社全体の業務改善・生産性向上に繋がっています！

株式会社テック長沢

RPAなど、ITツールの導入をきっかけに、無駄をなくす意識の浸透と併
せて、「もっと改善できる点があるのではないか」と既存の業務を疑う
視点が養われ、従業員からの積極的な改善提案が行われています。

インタビュー動画はこちら！

取組02 休みやすい環境をつくるために
属人化排除と改善提案を推進

取
組
後

（営業推進課課長 山岸 智恵子さん）

「自分のスキルを高めるこ
とで効率を上げる」という
ことだけではなく、「自分
がいなくても業務が回るよ
うに」という属人化排除の
視点が会社としての生産性
向上に繋がるPOINT！

● 改善の積み重ねにより効率化を実感！

社内の無駄排除に対する意識が向上！

● 働く時間に制限があっても、能力を活かして

活躍できる職場になった！

● 働きやすい環境づくりにより従業員数は15年で10倍に！

そのうち3割が女性従業員！

取
組
前

● 業務の工程をすべて一人で担当しており、他の人に依頼できなかった

● 担当者がいないと業務が停滞してしまい、仕事と育児の両立は難しかった

● 工場内・事務所内に改善できる“無駄”があった
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“無駄の排除”により会社の利益
拡大だけではなく、従業員が働
きやすい環境の整備に繋がって
います。ぜひ事例を参考に、“無
駄の排除”に取り組んでみてくだ
さいね！

取材者コメント



“無駄”と“属人化”の排除で、
男性の育児休業取得を推進テーマ

会社の存続に向けた他社との差別化として、開発の期間や納期などのスピードで勝負していこうと決
め、社内に一貫生産ラインを構築しました。また、外注していた部品生産を見直し、内製化を進めま
した。これにより、作業が社内で完結できるようになり、生産スピードアップだけでなく、新規製品
の開発スピードアップも実現できました。設備・システムの導入・構築や、従業員の教育のためのコ
ストはかかりましたが、「時間を買おう」と決めて投資し、今では、内製化する前よりも利益が出て
います。

２．作業工程の見直し

１．会議の見直し

数ヶ月や半年、2年単位の仕事が多かったため、思いきって月次
管理をやめました。月次管理の手間だけでなく、月次報告等の無
駄な会議をなくすことができました。

会議の回数を減らした分、細やかなコミュニケーション（同じ部
署の従業員と相談しながら進める）と、グループ間や部署間のタ
イムリーな情報共有（エクセルで最新情報を管理／メールCCに関
係者を入れる）を心がけました。そのおかげで、会議を減らして
も業務に支障はありませんでした。

● 業務の中に無駄があるのではないか、と感じている企業
● 長時間労働を是正して有休や育休の取得率を上げたい企業
● 部署を越えた連携強化を図りたい企業

取組01
長時間労働是正のために
無駄な仕組みや業務を徹底的に排除

取
組
後

製造

「無駄を排除して少ない人数でも利益を上げたい」そして「育児休業や有給休暇の取得
がしやすい等、従業員が長く働ける企業にしたい」という想いのもと、男性の育児休業
取得推進に取り組んでいる新潟電子工業株式会社さんを取材しました！

こんな企業にオススメ

取
組
前

● 月次管理のための会議が月38回もあり、業務時間を圧迫していた

● 開発や生産等において外注委託先とのやりとりが多く、休むと仕事が停滞していた

● 業務量が多く残業がある中で、育児休業を取得する余裕がなかった

● 外注も多く、生産工程が複雑だった

● 会議の必要性を見直して、月38回あった会議が月8回に減少し、業務時間を確保できた！

● 社内の無駄を排除したことで、従業員一人当たりの月平均残業時間が25時間→5時間未満に！

● 業務の効率・生産性が向上したことで、休みやすくなった！

無駄の排除に取り組むことが、
業務改善に繋がることを従業員自
身が実感でき、少しずつ意識が変
化。「より良くしていこう」とみ
んな意見を出し合う雰囲気を醸成
することが日常的に業務を改善す
るためのPOINT！

販売計画の管理から生産現場への指示をIT化して、トータル管理するように社内システ
ムを変更しました。日々の情報共有をITシステム等を活用して、リアルタイムで行うこ
とで、これまで個々で進めていた個人主義の業務体制が解消され、各担当間のフォロー
体制が構築されました。そのため、育児休業に入る前に簡単な引継ぎ用のファイルを作
成･共有するという一工夫だけで、スムーズに引継ぎを行うことができ、育休中はフォ
ロー担当に情報をアップデートしてもらうことで、育休復帰後の状況把握も効率よく行
うことができました。育休中も復帰後も、家族を大切にしながら働ける環境であること
を、大変嬉しく誇りに思います。 （企画･営業統轄 営業企画グループ 主任 土屋 昌規さん）
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少ない人数で内製化に対応するため、一人で複数の業務や作業を行う「多能工化」に取り組みまし
た。今までとは全く異なる働き方に最初はみんな戸惑っていました。

実
践
企
業

２．従業員みんなで生産現場をサポートする「生産アシスト」

１．生産現場の「多能工化」

生産現場では、クライアントからの短期間の納期要望に対応するため、「なんとか社内で回せる方
法はないか」と考えました。そこで、高度なスキルを必要としない業務の切り出しを行い、他部署
がサポートを行う「生産アシスト」を導入しました。

繁忙期には、開発･営業･総務･経理など様々な部署から常に「生産アシスト」に入ってもらっていま
す。それにより通常業務に穴を空けることもあるため、誰が抜けても周りの人が仕事をカバーでき
るように、「その人しかできない仕事」をなくしました。その結果、仕事の調整がしやすく、休み
も取りやすくなっています。

インタビュー動画はこちら！

取組02 業務効率･生産性･利益向上のために
「多能工化」と「生産アシスト」の導入

取
組
後

● 従業員の満足度やモチベーションが向上し、

離職率が5％(2011年)→2％(2020年)に減少！

● 属人化の排除で休みが取りやすくなり、

男性の育児休業取得が年0名→年3名に増加！

取
組
前

● 受注量によって、人手が足りない状況が発生することがあった

● 属人化した業務があるため、育休や有休が取りにくかった

● 個々の業務が見えづらく、仕事の調整や業務の引継ぎが難しかった

代表者 ：代表取締役社長 岡﨑 淳
所在地 ：新潟市南区上八枚1310番地
事業内容：カスタム電源事業、BAT・INV・パワコン電源事業、標準電源事業、

LED照明・ODM事業
従業員数：149名（男性128名、女性21名） ※2021年10月時点
ホームページ：https://ne-n.co.jp/np/

しかし、「今まで外に出ていたお金が中に入り、結果的
に従業員の給料や賞与に繋がること」等、多能工化する
ことのメリットを社長が時間をかけて説明し、理解して
もらいました。もちろん人によって得意･不得意があるの
で、その特性を見ながら教育を行い、4～5年かけて取り
組み、今は利益に繋げることができています。多能工化
により生産効率が上がり、残業時間が削減できたことと、
属人化が排除できたことで、育休等の休みが取りやすい
環境へと改善されました。

従業員に対して、目標に対する売上
や利益と併せて、「この利益に達し
たらボーナスえお出します」という
ように経営状況を見える化すること
で、従業員のモチベーションが向
上！一人ひとりが経営を自分ごとと
捉え、指示されて動くのではなく、
自身で考えながら仕事をするように
変化！

私は生産現場の仕事の経験はありませんでしたが、社内の生産部隊によるサポートや教育、
システムのIT化により、やるべきことが簡潔・明快になっていたため、スムーズにアシスト
できています。生産現場の仕事に携わることで、受注から出荷までの全体の流れを把握でき、
部門間の連携が強化されたので、業務の効率化にも繋がりました。部門を問わず業務の見え
る化が図られたことで、仕事の調整や業務の引継ぎがスムーズに行えるようになり、育児休
業を取得しやすかったです。私は育休を取得したことで家庭と仕事の両立を意識するように
なり、可能な限り残業をしないように、日々「いかに効率的に仕事を進めるか」を考えて、
行動するようになりました。 （企画･営業統轄 営業企画グループ 主任 佐藤 優さん）
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非効率的な働き方を見直し、生産性
を向上させるための取組みが、結果
的に、休みやすく・働きやすい職場
づくりに繋がったんですね！

取材者コメント



多様な働き方と障がい者雇用で、
産前･育児休業取得を推進テーマ

属人化を排除し、妊婦等に配慮した業務配置を行う上で、働き方に対する不公平感を解消する必要が
ありました。そこで、人事制度を見直し、「多様な働き方コース」を制定しました。これは、育休復
帰後に「残業･夜勤ができない」「日曜休みが必要」というような制限のある社員に対して、今まで
より給与水準は下がるものの、残業・夜勤なし／日曜休みの働き方ができるという制度です。この
コースを制定することで、育休復帰後の本人も、周りの社員も、みんなが納得して気持ちよく働ける
ようになりました。

２．「多様な働き方コース」の導入

１．属人化の排除・業務配置の工夫

介護現場では、 「その人しかできない」業務がないように、
当番制で日々各業務を担当してもらっています。その結果、妊
娠が分かったタイミングで業務配置を見直し、妊婦の社員へは
運転や力仕事･転倒の危険性等がない業務を割り振ることがで
きています。属人化している業務がないことで、社員同士が業
務をカバーし合うことができ、限られた人員で効率的に対応で
きています。

最初は社員から「負担が多い」と反対意見が出ることもありま
したが、人事制度の見直しや、丁寧な説明を繰り返すことで理
解してもらい、今ではチーム一丸となって「お互い様！」と助
け合える環境になりました。

● 妊娠や育児を理由とした退職を防止したい企業
● 従業員に適材適所でイキイキと活躍してほしい企業
● 慢性的な人材不足で悩んでいる企業

取組01
妊娠中や育休復帰後にも働きやすいような
業務配置の工夫・勤務形態の導入

福祉

「社員みんなが気持ちよく働ける環境にしたい」そして「休みが取りやすく、安心して
働き続けられるようにしたい」という想いのもと、産前休業･育児休業の取得推進に取
り組む株式会社はあとふるあたごさんを取材しました！

こんな企業にオススメ

取
組
前

● 育児等による急な欠勤や遅刻・早退を許容できる職場風土が醸成されていなかった

● 妊娠中は体に負担のかかる業務ができず、周りの社員への後ろめたさがあった

● 育休からスムーズに復帰できる環境や体制が整備できていなかった

取
組
後

● 育休復帰後の離職者が減り、離職率は15.4％(2018年)→10.2％(2020年)に減少！

● 2020年から2年連続で、女性社員だけでなく、男性社員が1か月間の育児休業を取得！

育休復帰後すぐは、「多様な働き方
コース」で働き、仕事と育児の両立
に慣れてきたら元に戻すことも可
能！ライフスタイルの変化や生活リ
ズムに合わせて働き方を選べます。
本人だけでなく、周りの社員も含め
みんなが気持ちよく働けるようにす
ることが育休を取得しやすくするた
めのPOINT！

わたしはこれまで産休･育休を2回取得しました。1回目は入社してすぐだったので、
申し訳ない気持ちがありましたが、周りの社員のサポート･応援のおかげで、妊娠期間
中も負い目なく働けました。多くのサポートや休みをしっかりといただいた分、「仕
事で恩返しをしよう！」と復帰後のモチベーションアップにも繋がりました。

（はあとふるあたご デイサービスセンター柳都大橋 佐藤 萌実さん）

14



障がい者雇用のきっかけは、平成27年度に障がい者法定雇用率未達にて納付金を納めたことでした。
福祉の会社として障がい者雇用がうまくいっていないことをとても恥ずかしく感じ、しっかり取り組
んでいかなければいけないと思いました。そこで、障がい者も活躍できる職場環境の整備に取り組む
ことにしました。

実
践
企
業

２．業務を細分化し、担当業務の幅を拡大

１．障がい者の雇用

インタビュー動画はこちら！

取組02 社員が適材適所で活躍できるように
業務を細分化し、新たな人材を確保・育成

取
組
後

● 有資格の介護職員が本来の介護業務に集中することが

できるようになり、サービスの質が向上した！

● 新たな人材の確保で休みやすくなり、

有給休暇取得率が2017年から2020年で1.3倍に！

取
組
前

● 複数の社員の産休･育休が重なると介護現場が人材不足になっていた

● 現場が忙しくなることで、本来やるべき管理業務や介護業務に集中できていなかった

● 社員が適材適所で活躍できず、休暇も取りにくい環境だった

代表者 ：代表取締役 柳澤 敏郎
所在地 ：新潟市中央区下大川前通四ノ町2186番地
事業内容：デイサービス、グループホーム、ショートステイ、訪問介護･看護、

看護･小規模多機能ホーム、居宅介護支援、福祉用具貸与･販売/住宅改修、
介護保険外サービス(脳梗塞リハビリ、訪問鍼灸)

社員数 ：555名（男性171名、女性384名） ※2021年10月時点
ホームページ：https://heartfull.jp/

一緒に働く現場の社員から理解
を得ることも、雇用や活用にお
いて重要なPOINT！
障がい者就労の専門家へ依頼し、
各事業所で障がいに対する研修
を実施。社員全員で障がい者の
特性や、就業の注意点を理解し
てから、雇用をスタート！

介護業務における社員の適材適所の配置、および産休･育休取得時期が重なった際の人材確保のため
に、雇用した障がい者がイキイキと活躍できるように育成をしています。

直接雇用前に国の制度を利用して、1～3か月の雇用型訓練（職場実習）をしています。訓練期間中
は清掃業務をメインに実施してもらいますが、時間があるときや、もう少し余力のある方へは、介護
現場で細分化した“資格がなくてもできる業務”も少しずつ依頼し、できることを増やしてもらってい
ます。直接雇用後には、調理補助や送迎サポート等、周りも驚くほど多くの仕事でオールマイティに
活躍している方もいます！その分、これまで清掃や調理に入っていた有資格者が、本来の介護業務に
集中できるようになりました。今では、産休･育休を取得する社員がいる際に多くの業務を担っても
らえるので、とても助かっています。

各事業所では、障がい者一人ひとりに合わせて工夫しながら教育・指導をしてくれています。
口頭での指示だけだと伝わらない場合には、紙に書いて貼りだしたり、普段から積極的にコ
ミュニケーションを取ったりしながら、特性を理解したうえで仕事を依頼しています。現場
では「指示が分かりにくくないか」等、意見を出し合って日々改善しながら進めています。

（人事部 課長 廣川 江里香さん）

最初はどのように進めたら良いか分からず失敗の連続でした。
「雇用率を上げたい！」という一心で、その人の特性を理解
せずに無理に雇用をした結果、体調を崩して退職してしまっ
たこともありました。その経験を活かして、実際に一緒に働
くことになる現場社員からも意見を聞き、採用するようにし
ました。それからは、現場の社員が一丸となって協力・サ
ポートしながら教育をしてくれて、今では各事業所に1名ず
つ障がい者を雇用し、活躍してもらっています。
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産休･育休や有休等は、制度を作って
「取ってください」と促すだけではな
く、取りやすい環境を整備することが
取得率向上のカギです！

取材者コメント



お役立ち情報

「なにから始めたら良い？」という時はここに相談！

新潟働き方改革推進支援センター

✓ 働き方改革について気軽に相談したい

✓ 社会保険労務士のアドバイスがほしい

✓ 実情に合った制度や助成金を知りたい

働き方改革に取り組むうえでの悩み全般について、
専門家が電話、メール、来所による相談に応じるほか、
専門家による訪問支援も行う、無料相談窓口です。

問合せ 新潟労働局 雇用環境・均等室（025-288-3511）

＼まずは気軽に相談！／

理想の職場づくりに向けたコーディネーター派遣

✓ 人材が定着する職場づくりをしたい

✓ 従業員の意欲を向上させたい

✓ 多様な人材が活躍できる職場環境にしたい

多様な人材が活躍できる職場環境づくりや雇用管理
改善を、経験豊富なコーディネーターが概ね5回程度
訪問し、コンサルティング支援します。

＼しっかりと支援してほしい／

問合せ 新潟県 産業労働部 しごと定住促進課 労政企画係
（025-280-5260）

新潟労働局職業対策課助成金センター

✓ 雇用関係助成金について相談がしたい

✓ 助成金の申請書類を提出したい

雇用関係の各種助成金制度の相談、申請書類の受理、
審査を行います。

＼助成金の相談・申請がしたい／

問合せ 新潟労働局 職業対策課 助成金センター
（025-278-7181）

「取組みをPRしたい！」をサポートする制度！

イクメン応援プラス

子育て応援プラス

申請・問合せ ① …新潟県男女平等社会推進課（025-280-5142）
②③…新潟労働局 雇用環境･均等室（025-288-3511）
④ …お近くのハローワーク

①ハッピー・パートナー企業
（新潟県）

②くるみん
（厚生労働省）

③えるぼし
（厚生労働省）

④ユースエール
（厚生労働省）

両立支援の取組み
を進め、子育てを
サポートする企業
の認定マーク。

女性の活躍推進に
関する取組み状況
が優良な企業の認
定マーク。

若者の採用・育成
に積極的で雇用管
理が優良な中小企
業の認定マーク。

男女が共に働きやすい職場づくりに
積極的に取り組む企業の登録マーク。
更に特色ある取組みを進める企業を
PRする「プラス認定」あり。

区分

内容

対象

助成額
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取組みをサポートする雇用関係助成金

※助成金は予算の範囲内で交付するため、募集が終了になる場合があります。

■新潟労働局

■新潟県

■新潟市

男性の育児休業取得奨励金 支給条件等の詳細は市ホームページ　 　新潟市　男性育休 検索

■燕市

男性の育児休業取得促進奨励金 支給条件等の詳細は市ホームページ　 　燕市　男性育休 検索

記載の助成金は一部です。
雇用関係助成金情報は

厚生労働省HPをチェック！

特定求職者雇用開発助成金

トライアル雇用助成金

雇用調整助成金 産業雇用安定助成金

労働移動支援助成金

中途採用等支援助成金

人材開発支援助成金　　

人材確保等支援助成金

高年齢労働者処遇改善促進助成金

キャリアアップ助成金

業務改善助成金

働き方改革推進支援助成金

両立支援等助成金 ●出生時両立支援コース　　●介護離職防止支援コース

●育児休業等支援コース　　●不妊治療両立支援コース

●女性活躍加速化コース　　など

労働者を新たに雇い入れる

●特定就職困難者コース　●生涯現役コース　など

●一般トライアルコース　●障害者トライアルコース　など

労働者の雇用を維持する

再就職支援を行う

●再就職支援コース　●早期雇入れ支援コース

●中途採用拡大コース　●UIJターンコース　●生涯現役起業支援コース

労働者の職業能力の向上を図る

●教育訓練休暇付与コース　　●特別育成訓練コース

●建設労働者認定訓練コース　●障害者職業能力開発コース　など

労働者の雇用環境の整備を図る

●雇用管理制度助成コース　　●介護福祉機器助成コース

●人事評価改善等助成コース　●テレワークコース

●若年者及び女性に魅力ある職場づくり事業コース（建設分野）

●外国人労働者就労環境整備助成コース　など

●正社員化コース　　　　　●障害者正社員化コース

●賃金規定等改定コース　　●短時間労働者労働時間延長コース　など

職場環境等の改善に取り組む

●労働時間短縮・年休促進支援コース

●勤務間インターバル導入コース　●労働時間適正管理推進コース

仕事と家庭の両立支援に取り組む

男性の育児休業取得促進助成金

子育て有給休暇制度創設奨励金

妊娠･出産関連有給休暇制度創設奨励金

支給条件等の詳細は県ホームページ
検索

検索

新潟県 イクメン助成金

新潟県 子育て奨励金
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多様な働き方の推進による企業の魅力アップ支援事業

新潟県産業労働部しごと定住促進課
〒950-8570 新潟市中央区新光町4-1

TEL 025-280-5260 FAX 025-280-5493

―令和3年10月発行－

【受託事業者：株式会社 エム・エスオフィス】


